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中高層木造建築の設計と施工 
－ＣＬＴ耐震壁の構造実験と実大モックアップを用いた施工性の検証－ 

Design and Construction of Large Timber Structure 
- Experiments of CLT seismic walls and Verification of Constructability - 
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ESG･SDGs の取り組みの一環として、建築物の木造化･木質化が推進されている。そこで、自社寮を対象に木造と鉄筋コ

ンクリート造との混合構造からなる中高層木造建築の実現に取り組んだ。木造の構造体には、耐震壁として CLT を採用する

計画とした。採用にあたり、新たに提案した接合方法を配置した CLT 耐震壁の構造性能を確認するために各種構造実験を行

った。施工面では、実大モックアップを用いて、木造躯体構築時の施工手順や工期短縮の検討、建方精度の確認を行った。

また、建物に木材と環境配慮型 BF コンクリートを使用したことによる地球温暖化防止への貢献として、CO2 の固定量およ

び CO2排出の削減量を算出した。 

 
 CLT 耐震壁の構造フレームへの取り付けには、CLT 四隅

の上下に鋼板挿入型ドリフトピンを、CLT 中央の上下にせ

ん断コッターを配して接合した。本接合方法による CLT の

構造性能を確認するため、せん断コッター部のせん断実験

と、2/3 スケールによる CLT 壁構面の水平加力実験を実施

した。その結果、本接合方法のせん断耐力の実験値を得た。

図－１に水平加力実験結果の一例として荷重変形関係と破

壊状況を示す。これらの実験結果に基づき、許容せん断耐力

および剛性の評価方法を提案し、実大スケールの CLT 耐震

壁におけるせん断耐力を求めた。異なる壁長の各解析結果

を基に、壁の復元力特性を一律に定めた（図－２の赤線）。 
施工性を検証するために構築した実大モックアップを図

－３に示す。図－４に示す施工手順により混合構造の躯体

工事の工期短縮が可能で、施工精度が確保されることを確

認した。また、木質部材の輸送・組立時においての汚れを防

止する塗布剤の選定にあたり、モックアップを用いて屋外

曝露試験を実施した。 
建物に木材を使用したことによる CO2 固定量を算出し

た。また基礎地中梁には、コンクリート材料の普通ポルトラ

ンドセメントの一部を高炉スラグ微粉末で代替した環境配

慮型 BF コンクリートを採用し、セメントの製造過程におけ

る CO2排出の削減量を算出した。  

 

ⅰ．CLT 耐震壁の構造性能の検証実験を踏まえて、せん断接合部にグラウトを充填した新たなコッター形式を有する CLT
耐震壁は、構造要素として高い初期剛性を有することが確認された

ⅱ．せん断コッターを用いた CLT 耐震壁の許容耐力及び剛性の評価方法を提案し、耐震要素として必要な性能を満足する

CLT 耐震壁の設計方法を確立した

ⅲ．実大モックアップの曝露試験に基づき木質部材の保護塗料を選定し、工事中の木質部材の美観性を確保した

ⅳ．RC 柱の型枠に木質梁を設置する施工法を実大モックアップで検証し、実施工での躯体工事の工期短縮を実現した

ⅴ．建物に木材を約 208m3使用したことで約 148t の CO2が固定化され、また、基礎地中梁に環境配慮型 BF コンクリー

トを 214m3採用したことで、約 45t の CO2の排出を削減した
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図－２ 解析モデルの 
    荷重変形関係 

図－３ 実大モックアップ 図－４ 混合構造の施工手順
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図－１ 荷重変形関係と 
破壊状況 
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災害廃棄物処理機械の選定・配置システムの開発 
－遺伝的アルゴリズムによる多目的最適化－ 

System for Selecting and Positioning Disaster Waste Treatment Machinery  
- Multi-objective Optimization Based on Genetic Algorithms - 

羽渕博臣＊ 今井亮介＊ 鈴木奨士＊ 大角藤子＊＊ 
Hiroomi Habuchi, Ryosuke Imai, Shoji Suzuki, Fujiko Osumi 

近い将来、巨大地震等の大規模な自然災害の発生が予想されている。一方で、突如として発生する自然災害に対して、発

災後、その最前線で災害廃棄物処理を行う地方公共団体や建設会社職員等の多くは、未経験の事象に対処しなければならな

くなる。そのため、これまでは不慣れな処理計画策定に労力を費やすことになり、着手の遅れ、処理費用・期間の増加等の

問題が生じていた。 
そこで、災害廃棄物の種類、量、仮置場等の情報を入力することで、3 つの目的（処理期間、処理費用、CO2 排出量）の

最適解を算出できる遺伝的アルゴリズムを用いた「災害廃棄物処理機械の選定・配置システム」を開発した。 

「災害廃棄物処理機械の選定・配置システム」は、災害廃棄物処理における仮置場（図－１）で用いる、機械の選定およ

び配置計画の立案を支援するシステムである。災害廃棄物処理は、通常、発災後、被災地付近の仮置場に災害廃棄物が一時

的に集積・保管され、処理機械等により種類毎に分別された後、再資源化施設等に搬出される。具体的な分別工程は、バッ

クホウでの粗選別、破砕機でのサイズ調整、磁選機での金属除去、回転篩機での土砂除去、風力選別機での可燃物分離、人

力での手選別等がある。本システムは、処理機械（図－２）の能力、仮置場の形状（図－３）をもとに、遺伝的アルゴリズ

ムによる多目的最適化の計算を行い、自動的に複数の機械配置を計画する（図－４）。「費用は高いが、期間は短い」「費用は

安いが、期間は長い」「費用と期間のバランスをとる」といった複数の計画（図－５）の中からユーザが選択できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
ⅰ．災害廃棄物処理機械の選定および配置システムにおける遺伝的アルゴリズムを実装した 

ⅱ．災害廃棄物処理に要する期間、費用、CO2排出量の 3 つの目的に対する多目的最適化が可能となった 
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図－１ 本システムの適用範囲 図－２ 処理機械のデータベース

図－３ 仮置場の範囲指定 図－４ 機械の自動配置 図－５ 複数解の算出 
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